　

公募型プロポーザル方式による設計事業者選定の公示
次のとおり公募型プロポーザル方式による選定を行うので、公示する。
公募型プロポーザルの参加者は、下記の「公募要領」のほか、｢大阪府都市整備部住宅建築局公共建築室公募型プロポーザル方式説明書」（以下「説明書」という。）の内容を遵守するとともに、契約締結に必要な条件を熟知のうえ、参加すること。
令和７年２月19日　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
大阪府知事　吉村　洋文
記
公募型プロポーザル方式 公募要領　
１　　業務概要
	発注年度
	令和７年度

	
	プロポーザルの効力
	本業務は、令和７年２月定例府議会での令和７年度当初予算の成立を前提に事業化される停止条件付の事業です。予算が成立しない場合には、提案を公募したことに留まり、いかなる効果も発生しません。

	委託業務の名称
	大阪府夢洲警察署（仮称）新築工事基本設計業務

	発注所管課
	都市整備部　住宅建築局　公共建築室　計画課

	業務種別
	建築設計業務及び設備設計業務

	履行場所
	大阪市此花区夢洲中一丁目

	履行期間
	令和８年３月９日まで

	業務概要
	警察署の新築に係る基本設計業務（建築設計及び設備設計）一式
施設概要   警察署庁舎
　　　　　　　　　 附属施設（駐輪場、車庫他）

敷地面積　約3,000㎡

 延べ面積　約6,500㎡

構造　SRC造、RC造（PC造を含む）又はS造
＊参考資料　「大阪府夢洲警察署（仮称）新築工事基本設計業務公募型プロポーザルの概要」

	業務の詳細な説明
	別添　　「業務委託概要書」（案）及び「建築・設備設計業務委託特記仕様書」（案）による。


２　プロポーザル実施スケジュール
	公募要領等の交付
	交付
	令和７年２月19日（水）午前10時から同年３月７日（金）正午まで

	公募要領等に対する質問及び回答
	質問期間
	令和７年２月19日（水）午前10時から同年３月３日（月）午後４時まで

	
	回答日
	令和７年３月５日（水）午前10時

	参加申請書及び実施体制書の提出（※１）
	受付期間
	第１日目　　令和７年３月６日（木）午後２時から午後４時まで
第２日目　　令和７年３月７日（金）午前10時から正午まで

	
	受付場所
	公共建築室会議室２及び３（大阪府咲洲庁舎26階）

	一次選定結果の通知
	通知
	令和７年３月14日（金）午前10時

	提案書の提出辞退
	提出期限
	令和７年３月18日（火）午後４時まで

	提案書の提出及び価格提案書の提出（※２）
	受付期間
	令和７年３月21日（金）午前10時から正午まで

	
	受付場所
	公共建築室会議室１及び３（大阪府咲洲庁舎26階）　

	ヒアリングの実施
	開催日時
	令和７年３月26日（水）
ヒアリング実施時間については、一次選定時に送付する「選定通知書」に記載する。

	
	開催場所
	咲洲庁舎共用会議室④⑤（大阪府咲洲庁舎41階）

	
	所要時間
	提案書に基づく説明10分間、質疑応答時間20分間程度

	
	出席者
	統括管理技術者、主任技術者【意匠】、設備設計管理技術者又は主任技術者【電気又は機械】のいずれか１名の３名までとし、代理人は認めない。※全員が欠席した場合は、提案書の提出を辞退したものとみなす。

	
	説明資料
	提出した提案書以外の資料は使用できない。ただし同資料のパネル化、プロジェクター使用は可とする。

	二次選定結果の通知・公表
	通知・公表
	令和７年４月３日（木）午前10時


	（※１）参加申請書及び実施体制書は、「５　担当課」まで直接持参すること。
郵送等による提出は一切受け付けない。

	

	（※２）二次選定時の提案書及び価格提案書は、「５　担当課」まで直接持参すること。
郵送等による提出は一切受け付けない。
価格提案書は、本業務に対する提案された価格を（様式10号）に記載し提出すること。


３　参加資格
参加者は、下記の項目をすべて満たしていること。
	項　　目
	内　　容

	（１）　参加可能企業形態
	「単体企業」又は建築設計を担当する企業と設備設計を担当する企業による「設計共同企業体（以下「設計JV」という。）」とし、次の条件を満たしていること。
【単体企業】
説明書で示す参加資格をすべて満たしていること。
【設計ＪＶ】
1 構成員数は２とする。（建築設計担当企業１、設備設計担当企業１）
2 構成員の全てが説明書で示す参加資格を全て満たしていること。


	（２）　企業としての資格

	【単体企業】
1 参加申請書の提出日において、建築士法（昭和25年法律第202号）の一級建築士事務所登録を受けていること。
2 参加申請書の提出の日までに、「令和７年度」大阪府測量・建設コンサルタント等業務競争入札参加資格において、「建築設計・監理（一級）」及び「設備設計・監理」の認定を受けていること。
【設計ＪＶ】
1 参加申請書の提出日において、構成員の全てが建築士法の一級建築士事務所登録を受けていること。
2 参加申請書の提出の日までに、「令和７年度」大阪府測量・建設コンサルタント等業務競争入札参加資格において、建築設計担当企業は「建築設計・監理（一級）」の認定を、設備設計担当企業は「設備設計・監理」の認定をそれぞれ受けていること。


	（３）　企業の業務実績
	日本国内で、次に示す要件を満たす業務実績を有していること。なお、設計ＪＶの場合は、各構成員の担当する業務。
1 期間：業務完了日が平成22年４月１日から令和７年３月６日までの間

2 業務内容：建築基本設計又は建築実施設計（元請けでの設計業務実績であること。）及び設備基本設計又は設備実施設計（元請けでの設計業務実績、又は元請けからの下請けとしての設計業務実績であること。）とし、同一物件でも可とする。なお、仮設建築物を除く。
3 用途：官公庁施設（住宅を除く。）
4 構造：SRC造、RC造（PC造を含む）又はS造
5 規模：延べ面積3,900㎡以上(増築の場合は、増築部分の面積とする。）ただし、警察署は延べ面積1,950㎡以上(増築の場合は、増築部分の面積とする。）
6 工事種別：新築、改築又は増築


	（４）　配置技術者の条件

　 


	1 統括管理技術者（建築設計管理技術者が兼任すること。）、設備設計管理技術者及び下表の業務分野に掲げる各主任技術者を配置すること。
2 統括管理技術者、設備設計管理技術者及び主任技術者【構造】は、建築士法に基づく一級建築士の資格者であること。
3 主任技術者【電気】又は主任技術者【機械】のいずれかは建築士法に基づく建築設備士又は一級建築士の資格者であること。
4 主任技術者【意匠】、主任技術者【電気】及び主任技術者【機械】は技師C（※３）以上とする。
5 統括管理技術者は、設備設計管理技術者及び各主任技術者を兼任できない。
6 設備設計管理技術者は、主任技術者【意匠】及び主任技術者【構造】を兼任できない。
7 主任技術者は、他の業務分野の主任技術者を兼任できない。
8 主任技術者【構造】については、「協力事務所（※４）」の者とすることができる。この場合、統括管理技術者の下に業務を行うこと。
業務分野
業　務　内　容
意匠
令和６年国土交通省告示第８号における、別添一第１項第一号ロ及び第二号ロの各表の(１)総合の欄に掲げる成果図書を作成するために必要な業務
構造
同上各表の(２)構造の欄に掲げる成果図書を作成するために必要な業務
電気
同上各表の(３)(ⅰ)電気設備及び(３)(ⅳ)昇降機等の欄に掲げる成果図書を作成するために必要な業務
機械
同上各表の(３)(ⅱ)給排水衛生設備及び(３)(ⅲ)空調換気設備の欄に掲げる成果図書を作成するために必要な業務
注１） 「統括管理技術者」とは、設計業務全体を総括する責任者であり、業務委託契約書（案）における管理技術者をいう。
注２）　「建築設計管理技術者」とは、建築設計業務全体を総括する責任者をいう。
注３）　「設備設計管理技術者」とは、設備設計業務全体を総括する責任者をいう。
注４） 「主任技術者」とは、統括管理技術者、設備設計管理技術者の下で各業務分野を総括する者であり、発注者との定例的な打ち合わせに毎回出席する者をいう。
注５）　各主任技術者の業務内容は、下記のほか別添の「業務委託概要書」（案）及び「建築・設備設計業務委託特記仕様書」（案）による。
　

	（５）　配置技術者の雇用関係
	【単体企業】

統括管理技術者、設備設計管理技術者及び各主任技術者（構造担当を除く。）は、参加申請書の提出日において参加申請者と直接的な雇用関係（※５）にあること。
【設計ＪＶ】
1 統括管理技術者及び主任技術者【意匠】は、参加申請書提出日において建築設計担当企業と直接的な雇用関係にあること。
2 設備設計管理技術者、主任技術者【電気】及び主任技術者【機械】は、参加申請書提出日において設備設計担当企業と直接的な雇用関係にあること。


	（６）　重複参加の制限
	いかなる企業形態であっても、１者が本案件に重複して参加することはできない。

	（７）　その他の参加資格
	ア　令和６年度に当該基本計画策定業務を受注した者でないこと。
イ　本件受託者は、都市整備部住宅建築局が令和７年度に発注する他の設計業務（公募型プロポーザルにより受託者を選定するものに限る。）を受注することはできない。


	(※３)技師Ｃの建築設計業務、設備設計業務の実施経験年数は下表のとおりとする。（主任技術者【意匠】、【電気】、【機械】）
技師区分
資格
学歴
一級建築士
建築設備士（注）
二級建築士
専門科目及び専門学科を卒業
その他
大学卒業
短大・高専
専門学校卒業
高校卒業
技師Ｃ
取得後３年未満
取得後５年以上
　　　８年未満
５年以上
８年以上
11年以上
14年以上
（注）建築設備士については、設備設計業務に限り、上記の表の一級建築士と同等の取扱いとする。


	（※４）協力事務所とは、業務委託契約書(案)第12条第２項による業務の一部を委任し､又は請け負う者をいう。ただし、同条第３項による者は協力事務所とすることはできない。


	（※５）直接的な雇用関係とは、統括管理技術者、設備設計管理技術者、各主任技術者とその所属する企業との間に第三者の介在する余地のない雇用に関する一定の権利義務関係（賃金、労働時間、雇用、権利構成）が存在することをいう。


４　最優秀提案者の選定方法等
(１）選定委員会の設置
最優秀提案者の選定に当たっては、公正かつ客観的に行うため、学識経験者等で構成する「大阪府夢洲警察署（仮称）新築工事基本設計業務に係る公募型プロポーザル方式等事業者選定委員会」により審査するものとする。
(２）一次選定方法
選定にあたっては、実施体制評価点の高い者から順位付けを行い、次の手順に従い「提案書の提出者」を選定する。
ただし、実施体制評価において、統括管理技術者、意匠及び構造の主任技術者の評価点数の合計が、8.25点に満たない場合、又は、電気及び機械の主任技術者の評価点数の合計が、6.25点に満たない場合は、「提案書の提出者」に選定しない。
【手順】
1 実施体制評価点の高い者から原則上位３者を選定する。
2 実施体制評価点の合計点が同一になった場合の順位付け方法
ⅰ実施体制評価について、下記優先順位の順に評価点の合計の高い者から上位者とする。
優先順位１ ： 主任技術者【意匠・構造・電気・機械】の業務の実績の評価点の合計
優先順位２ ： 主任技術者【意匠・構造・電気・機械】の経験年数の評価点の合計
優先順位３ ： 主任技術者【意匠・構造・電気・機械】の資格の評価点の合計
ⅱ上記ⅰで選定できない場合は、実績評価点について、下記優先順位の順に評価点の高い者から上位者とする。　
優先順位１ ： 主任技術者【意匠】の業務の実績
優先順位２ ： 主任技術者【意匠】の経験年数
ⅲ上記ⅱで選定できない場合は、統括管理技術者及び主任技術者【意匠】の実績の延べ面積の合計が大きい者から選
定する。
ⅳ上記ⅲで選定できない場合は、同一になった者全てを選定する。
(３）二次選定にかかる技術提案の内容
業務の実施方針、施設への提案を求める課題（配置計画・施設計画・環境配慮・維持管理）
· 詳細の提案項目は、別添「大阪府夢洲警察署（仮称）新築工事基本設計業務公募型プロポーザル評価基準」（別表１０）による。
(４）二次選定方法
一次選定された者から提案書を求め、提出された提案書及び統括管理技術者、主任技術者【意匠】等へのヒアリング内容を審査の上、評価基準に基づき評価を行い、総合評価点の最も高い提案者を「最優秀提案者」に選定する。なお、総合評価点の点数に関わらず提案書及びヒアリング評価点数の合計が、33点に満たない者は、「最優秀提案者」に選定しない。
1 総合評価点の算出方法
技術評価点（実施体制評価点：35点＋提案書及びヒアリング評価点：55点）と価格評価点（10点）の合計値とする。
2 価格評価点
価格評価の配点は10点とし、提案価格のうちの最低価格を提案された価格で除して得た値に配点を乗じて得た値とする。
価格評価点 ＝ 10点 × （ 最低価格（注） ／ 提案された価格 ）
なお、価格提案書に記載する金額は、本府の示す委託上限額の範囲内とする。
（注）「最低価格」とは、提案者のうち、もっとも低く提案された価格をいう。

3 総合評価点が同一になった場合の順位付け方法
1 価格評価点（合計10点）の高い者とする。
2 上記①で順位付けできない場合は、提案書及びヒアリング評価点（合計55点）が高い者とする。
3 上記②で順位付けできない場合は、「配置計画」「施設計画」の評価点の高い者とする。
4 上記③で順位付けできない場合は、主任技術者【意匠】の実績の中で延べ面積の大きい者を選定する。
５　担当課
	大阪府都市整備部住宅建築局公共建築室計画課　計画グループ

〒559-8555 大阪市住之江区南港北１-14-16　大阪府咲洲庁舎26階
電話：06-6210-9787　（直通）　　E-mail：kokyokenchiku-g01@sbox.pref.osaka.lg.jp


６　評価基準
「大阪府夢洲警察署（仮称）新築工事基本設計業務　公募型プロポーザル評価基準」による。
７　契約締結

令和７年４月下旬を予定
交付書類一覧表　（すべてホームページで交付します）
	
	書類名称
	書類概要
	ファイル形式

	公募要領等の交付
	1 公募要領
	―
	Word　DOC

	
	2 大阪府都市整備部住宅建築局公共建築室公募型プロポーザル方式説明書
	
	

	
	3 大阪府夢洲警察署（仮称）新築工事基本設計業務公募型プロポーザル評価基準
	
	

	
	4 一次選定提出書類作成及び記載上の留意事項
	各種様式と
作成要領
	Word　DOC

	
	5 二次選定提案書作成要領
	
	Acrobat　PDF

	
	6 提出書類の様式
・参加申請書
・参加資格確認書
・設計共同企業体協定書

・委任状

・使用印鑑届
・設計業務成績評定点調書
・統括管理技術者経験・実績　　　　　　　　
・主任技術者経験・実績【意匠】　
・主任技術者経験・実績【構造】　
・主任技術者経験・実績【電気】　
・主任技術者経験・実績【機械】　
・配置技術者実績等に関する
休業の特例に関する申請書
・障がい者雇用状況報告書
	（様式１号）
（様式２－１号）
（様式２－２号）
（様式２－３号）

（様式２－４号）

（様式３－１号）
（様式３－２号）
（様式３－３号）
（様式３－４号）
（様式３－５号）
（様式３－６号）
（様式３－７号）
（様式４号）
	
	Word　DOC 

	
	実施体制評価点 自己採点表
	（様式５号）
	
	Exceｌ
XLS 

	
	・提案書　　　　　
・業務の実施方針
・施設への提案書　　
・一次選定用 提出書類チェックリスト
・二次選定用 提出書類チェックリスト
・価格提案書
	（様式６－１号）
（様式６－２号）
（様式７号）
（様式８号）
（様式９号）
（様式10号）
	
	Word　DOC 

	質問書の交付
	質問書　　　　　　　　　　　　           （様式11号）
	質問書類
	

	関係書類等の交付
	7 大阪府夢洲警察署（仮称）新築工事基本設計業務公募型プロポーザルの概要
	施設概要等の
書類
	Acrobat　PDF
Exceｌ
XLS
Word　DOC

	
	8 業務委託概要書（案）
9 建築・設備設計業務委託特記仕様書（案）
10 設計業務委託共通仕様書 （令和６年度版）

11 テレビ電波受信障害調査業務委託仕様書（令和５年４月）
12 建築設計業務委託補足要領　(令和６年版)

13 設備設計業務委託補足要領　(令和６年版)
14 設計・図面作成成果電子納品要領（令和５年６月）

15 業務委託契約書（案）

16 委託費内訳書
	業務委託・契約に関する書類
	


※　Word DOC　⇒　Microsoft Word　DOC形式
Exceｌ　XLS　　⇒　Microsoft Exceｌ　XLS形式
Acrobat PDF ⇒　Adobe Acrobat　PDF形式
提出書類一覧表（一次選定及び二次選定時に提出を求める書類）
	
	書類名称
	様式
	提出時期

	
	
	
	一次
選定
	二次
選定

	参加申請書
	参加申請書
	１号
	○
	

	
	参加資格確認書
	２－１号
	
	

	
	設計共同企業体協定書
	２－２号
	
	

	
	委任状
	２－３号
	
	

	
	使用印鑑届
	２－４号
	
	

	実施体制書
	設計業務成績評定点調書
	３－１号
	○
	

	
	統括管理技術者経験・実績
	３－２号
	
	

	
	主任技術者経験・実績【意匠】
	３－３号
	
	

	
	主任技術者経験・実績【構造】
	３－４号
	
	

	
	主任技術者経験・実績【電気】
	３－５号
	
	

	
	主任技術者経験・実績【機械】
	３－６号
	
	

	
	配置技術者実績等に関する休業の特例に関する申請書（※対象者のみ提出）
	３－７号
	
	

	
	障がい者雇用状況報告書
	４号
	
	

	
	実施体制評価点 自己採点表
	５号
	
	

	
	ＣＰＤ実績証明書（※６）
	
	
	

	提案書

	提案書
	６－１号
	
	○

	
	業務の実施方針
	６－２号
	
	

	
	施設への提案書
	７号
	
	

	チェックリスト
	一次選定用 提出書類チェックリスト
	８号
	○
	

	
	二次選定用 提出書類チェックリスト
	９号
	
	○

	価格提案書
	価格提案書（※７）
	10号
	
	○


提出書類作成にあたっての留意事項について
各種提出書類は「大阪府公募型プロポーザル方式応募提案・見積心得」を熟読のうえ作成すること。
	（※６）次のいずれかにより発行されたＣＰＤ実績証明書の写しを提出すること。証明書に示すＣＰＤ取得単位は、令和６年２月19日から令和７年２月19日までに各主任技術者の取得した単位数とする。なお、取得単位がない場合は、提出不要とする。
1 建築ＣＰＤ運営会議（建築･設備関連団体等で構成）による「建築ＣＰＤ情報提供制度」（詳しくは、事務局である（公財）建築技術教育普及センターのホームページhttps://www.jaeic.or.jp/navi_cpd/index.htmlを参照）
2 「建築士会ＣＰＤ制度」（ただし、建築ＣＰＤ情報提供制度認定のプログラムに限り、その旨が記載されている証明書とする。（詳しくは、（公社）日本建築士会連合会又は各都道府県建築士会に問い合わせのこと。）


	（※７）価格提案書は、封筒に入れて提出すること。
1 封筒は、長形３号（120mm×235mm）を使用すること。
2 封筒には必ず以下の内容を記載すること。
3 大阪府との契約時に使用する印により封かんすること。
　　
封筒（表面）


　　　　封筒（裏面）



印





委託名称





住　所





代表者氏名





参加申請者





称号又は名称





印





印








⑧
③

